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日本放送協会 理事会議事録 

               （平成２９年 ７月１８日開催分） 

  

平成２９年 ９月 １日（金）公表 

 

＜会 議 の 名 称＞ 

理 事 会 

 

＜会  議  日  時＞ 

 平成２９年 ７月１８日（火） 午前９時００分～９時２０分 

 

＜出   席   者＞ 

上田会長、堂元副会長、木田専務理事、坂本専務理事、 

児野専務理事・技師長、根本理事、松原理事、荒木理事、黄木理事、 

大橋理事、菅理事、中田理事 

高橋監査委員 

 

＜場         所＞ 

放送センター 役員会議室 

 

＜議        事＞ 

 上田会長が開会を宣言し、議事に入った。 

 

付議事項 

 

１ 審議事項 

（１）第１２８８回経営委員会付議事項について 

（２）個人情報保護法改正に伴う「個人番号および特定個人情報取扱規

程」の改正について 

 

２ 報告事項 

（１）平成２８年度ＮＨＫと関連団体との取引の評価・公表について 
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（２）２０１７年６月全国個人視聴率調査の結果について 

 

議事経過 

 

１ 審議事項 

（１）第１２８８回経営委員会付議事項について 

（経営企画局） 

７月２５日に開催される第１２８８回経営委員会に付議する事項につ

いて、審議をお願いします。 

付議事項は、審議事項として「ＮＨＫ３か年計画（２０１８－２０２

０年度）基本的な考え方」、報告事項として、「平成２９年度第１四半期

業務報告」、「視聴者対応報告（平成２９年４～６月）について」、「平成

２８年度ＮＨＫと関連団体との取引の評価・公表について」、および「契

約・収納活動の状況（平成２９年６月末）」です。また、その他事項とし

て「営業関係データ（都道府県別 ６月末）について」です。 

 

（会 長）  ご意見等がありませんので、原案どおり決定します。 

 

（２）個人情報保護法改正に伴う「個人番号および特定個人情報取扱規

程」の改正について 

（情報公開センター） 

個人情報保護法の改正に伴う「個人番号および特定個人情報取扱規程」

（以下、「規程」）の改正について、審議をお願いします。 

 主な変更点は、次のとおりです。 

第１点は、規程の第１章第１条についてです。特定個人情報保護委員

会に代わり個人情報保護委員会が新設されたことに伴い、名称を変更し

ます。 

第２点は、規程の第１章第２条４号についてです。引用する個人情報

保護法の条項番号を変更します。 

第３点は、規程の第４章第１６条および第１８条１項３号ウについて

です。個人情報保護委員会が策定した「特定個人情報の適正な取扱いに

関するガイドライン（事業者編）」（以下、「ガイドライン」）の改正を受

け、文言を変更します。第１６条については、「必要がなくなった個人デ
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ータは速やかに廃棄する」とするガイドラインに即した内容とします。

また、第１８条１項３号ウについては、物理的安全管理措置の「電子媒

体等の取扱いにおける漏えい等の防止」という記述の変更がありました

ので、こちらもガイドラインに即した文言に変更します。 

本件が決定されれば、平成２９年７月２１日付で実施します。 

 

（会 長）  ご意見等がありませんので、原案どおり決定します。 

 

２ 報告事項 

（１）平成２８年度ＮＨＫと関連団体との取引の評価・公表について 

（経理局） 

平成２８年度ＮＨＫと関連団体との取引の評価・公表について報告し

ます。これは、ＮＨＫが定める関連団体運営基準第２６条に基づき、Ｎ

ＨＫと関連団体との一定規模以上の取引について、毎年度その取引が適

正に行われているかどうかの評価を取りまとめ、公表しているものです。 

２８年度の関連団体との評価・公表の対象となる取引（以下、「取引」）

は、件数が２,０６４件、金額は１,７７５億円となりました。国内放送

や国際放送の充実や４Ｋ８Ｋスーパーハイビジョンの番組制作の強化に

伴い、番組制作関係の業務委託が増加する一方で、ＮＨＫアイテックの

指名停止による取引の減少がありましたが、全体の取引としては前年度

に比べて４０億円増加しています。 

取引の評価としては、関連団体との取引が、ＮＨＫの経理規程および

業務委託基準に基づき適正に行われているかについて、ＮＨＫが自ら全

件を点検し、いずれの取引も適正なものであると判断しています。この

うち、金額で全体の約９割を占める、１件３,０００万円を超える取引に

ついては、３名の外部有識者で構成する「入札契約委員会」の点検・助

言を受け、随意契約の要件を含めいずれの取引も適正と評価されていま

す。 

２８年度の競争による関連団体との契約は、件数が２７３件、金額は

１１４億円となりました。競争契約の主なものとしては、ＮＨＫ共同受

信施設の大規模改修工事や緊急出向業務、業務システムの設計開発等業

務などがあります。 

続いて、２８年度のＮＨＫと関連団体を含む外部との契約状況につい
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て報告します。競争契約と随意契約の比率など、契約の全体状況を取り

まとめて公表することで、競争性や透明性を高い水準で確保していくこ

ととしています。２８年度の競争契約は １,７８５億円、競争契約率６

３.５％となり、昨年度とほぼ同水準を維持しています。このうち、一般

競争入札については、２８年度の実施件数が１,３８０件となり、着実に

増加しています。 

本報告の内容は、７月２５日開催の第１２８８回経営委員会に報告し

たあと、個々の契約情報と合わせて、ＮＨＫのホームページ「ＮＨＫオ

ンライン」で公表します。 

 

（２）２０１７年６月全国個人視聴率調査の結果について 

（放送文化研究所） 

２０１７（平成２９）年６月に実施した、全国個人視聴率調査の結果

について報告します。 

調査は６月５日月曜日から１１日日曜日までの１週間、全国の７歳以

上の男女３,６００人を対象に、配付回収法による２４時間時刻目盛り日

記式（個人単位）で実施しました。有効数は２,４３３人、有効率は６７.

６％でした。調査週の状況は、総合テレビとラジオ第１放送で月曜日に

国会中継、水曜日に「退位特例法案審議関連」のニュースが放送され、

民放局ではスポーツ中継がいくつか編成されていましたが、いずれも調

査結果に大きな影響はありませんでした。 

テレビ視聴時間の推移を見ると、ＮＨＫと民放の地上波・衛星波を合

わせたテレビ総計は週平均１日あたり３時間３１分で、この１０年間は

大きな変化はないものの、やや短めになっています。ＮＨＫ総計の視聴

時間は５１分で、前年、前々年に引き続き１時間を切り、こちらもやや

短めです。 

 テレビ総計の視聴時間を男女年層別に見ると、１０年前に比べると、

男性はすべての層、女性は４０～６０代を除く層で減少傾向です。週間

接触者率も２０代では男女とも８割程度にとどまっています。 

週間接触者率の長期推移を見ると、ＮＨＫ総合テレビは前年と同程度

ですが、２０１４年以降で見ると減少しています。民放地上波計は前年

に減少したものの、今回は前々年と同程度に回復しています。また、テ

レビ総計は２０１２年以降、漸減傾向が続いていていましたが、今年は
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前年並みとなりました。 

総合テレビ・民放地上波の年層別の接触者率について、１０年ごとの

推移を見ると、総合テレビでは４０代以上の接触者率は２０年前の数値

とほぼ横ばいで、年齢があがっても総合テレビに接触する割合は変わり

ません。また、民放地上波はこの１０年で３０代以下の若年層で減少し

ていますが、中・高年層に大きな変化はありません。 

関東地方の各局の接触者率については、総合テレビは１週間に「７日」

接触する人の割合が１９％と接触者の中で最も多いのに対し、民放各局

は週に「１日」、「２日」だけ接触する人の割合が比較的多く、総合とは

接触日数の内訳が異なっています。また、曜日ごとに各局の接触者率が

積み上がる状況をみると、総合テレビの初日（月曜）の接触者率は日本

テレビと並んで４０％台と高いのですが、その後の積み上げが民放各局

に比べて小さく、週間接触者率は５４％にとどまっています。 

総合テレビの時間帯別の接触者率については、接触者率が前年より減

少した時間帯は午前です。午後の接触者率も前々年から減少し、この２

０年で最も低い水準です。夜間の接触者率は、前年と変わらず維持して

いますが、２０１４年以前と比べると減少しています。 

総合テレビの平日５分ごとの平均視聴率の推移を、前年と比較すると

午前５時から９時３０分の幅広い時間帯で減少が見られ、午後や夜間は

前年並みで推移していますが、６０歳以上で朝に減少した時間帯が見ら

れました。 

総合テレビの平日５分ごとの平均視聴率の推移を、ここ数年で接触者

率が好調だった２０１４年と比較すると、今年減少した朝だけではなく、

昼前後や夜間などでも減少が見られます。 

総合テレビでよく見られた番組は連続テレビ小説「ひよっこ」、「ＮＨＫ

ニュース７」、大河ドラマ「おんな城主 直虎」、「鶴瓶の家族に乾杯」、

「おはよう日本」などでした。関東地方、近畿地方において、ＮＨＫと

民放全体で最もよく見られた番組は、ＮＨＫでは連続テレビ小説「ひよ

っこ」や「ＮＨＫニュース 7」、民放では日曜日夕方・夜間の日本テレビ・

読売テレビの番組などでした。 

Ｅテレについては、週間接触者率は２４.２％で、前年より減少しまし

た。男女年層別の接触者率の１０年ごとの推移では、男女３０・４０代

の接触者率は変化がなく、子育て世代で安定しています。一方、女１３
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～１９歳と男女５０・６０代は２０年前から次第に接触者率が減少して

います。 

衛星放送については、自宅で視聴できる人の割合は４８.４％で、前年

と同程度でした。週間接触者率は、ＢＳ１が前々年から減少しました。

大きなスポーツイベントやＪリーグの試合中継がなかったことなどによ

ると考えられます。ＢＳプレミアムは前年、前々年と同程度でした。Ｎ

ＨＫと民放を合わせた衛星計も前々年から減少しています。 

４０代以上の各年層のＢＳ１の接触者率をみると、男６０歳以上で前

年、前々年から減少、男４０・５０代は２０１４年と比べると減少して

います。一方、女４０・５０代、女６０歳以上はともに２０１２年以降、

同程度で推移しています。 

ラジオについて週間接触者率の推移を見ると、ＮＨＫラジオ計は前年

同程度を維持しました。民放ラジオ計、ラジオ全局計も、２０１４年以

降の漸減傾向が止まり、前年と同程度で推移しています。 

次に、ＮＨＫ７波の接触パタンについてです。「総合＋いずれかの波」

の割合の人が最も多く、６０歳以上では、総合テレビ関連の接触が８割

と大部分を占めますが、５９歳以下では「Ｅテレのみ」など、総合テレ

ビ以外の接触も一定程度を占めています。一方で５９歳以下は「ＮＨＫ

に接触なし」が一定数存在し、今後どのように接触を広げていくかが課

題です。 

最後に、ＮＨＫ７波計の週間接触者率を地方別に見ると、東北、甲信

越が調査相手全体より高く、近畿が全体より低くなっています。すべて

の地方で前年、前々年から変化はありませんが、全体の接触者率は前々

年より減少しています。 

 

以上で付議事項を終了した。 

 

 

上記のとおり確認した。 

 

 

      平成２９年 ８月２９日 

会 長  上 田 良 一 


